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１．背景と目的 

 

道路は，人と物の流れの円滑化，生活における安全性

の向上，震災時における防災性の向上，他の地域の基盤

施設との連携と多角的な面から，人々の生活水準の向上

の役割を担っている．更に，幹線道路の建設は増加傾向

にあり，そのことに伴い幹線道路の沿道にはロードサイ

ドショップに代表される沿道型商業施設が建設されてい

る． 

一方，日本の道路交通は深刻な問題も抱えている．例

えば幹線道路における問題として交通渋滞が挙げられる．

この交通渋滞は道路ネットワークの持つトラフィック機

能を損ね，多大な時間的損失を引き起こしてしまう．ま

た，生活道路における問題としては自動車の排気ガスや

地域住民との交通事故といった，居住環境の悪化が挙げ

られる． 

これらの問題とは，現状の道路ネットワークがネット

ワークとして機能していないことが一因なのではないか

と考えられる．すなわち，トラフィック機能が優先して

確保されるべき幹線道路では沿道に立地する商業施設等

への出入り交通によって，幹線道路の交通流を阻害して

いる可能性が指摘できる．さらに，アクセス機能や空間

機能を持つべき生活道路に，幹線道路の渋滞を避けた通

過交通が流入することによって生活道路での渋滞や交通

安全性の低下をもたらしているのではないか．道路の走

りやすさとは沿道土地利用によって左右されるものと想

定され，結果としてネットワーク全体での容量に影響す

る可能性がある．今後の道路整備においては，こうした

円滑な交通流を確保する上では沿道土地利用を制御する

方策も求められるべきといえる． 

 

そこで本研究は，沿道土地利用状況が道路の流れにど

の程度影響するのかを念頭に置き，その検証のために現

状再現性の高い道路ネットワークモデルの構築および配

分方法を試行することを目的とする． 

 

２．対象地域の選定および交通量配分における仮定 

 

 分析地域は，図―１にしめす千葉県北西部に位置する

野田市，流山市，柏市とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―１  対象地域 

 

この地域には国道 16 号，国道 6 号といった 2 本の国

道が存在している．中でも国道 16号，国道 6号の交差す

る呼塚交差点においての慢性的な混雑は地域の主要な交

通問題であり，上述したネットワーク全体での交通円滑

化が阻害されている点において対象地域にふさわしいと

考えられる．また,当該地域の交通状況をあらわすために

は，この地域を横切る通過交通の存在は無視できない．

そこでこれらの通過交通も考慮するため，上記の分析地

域に加えて千葉県，埼玉県，東京都，茨城県の一部も周

辺地域として交通量配分を行わなければならない．しか

し，これらの通過交通量は道路ネットワークの知識量が

地域住民と異なるであろうことに注意が必要である．そ

こで，通過交通は当該地域を通過するときに国道，高速

自動車道といった幹線道路のみを通過するという仮定を

設ける．さらに，それ以外の交通は県道，市道といった

生活道路の要素の強い道路も知っており通過し得る，と

いう仮定を設ける． 
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３．分析方法について 

 

本研究で用いる二段階配分は以下の通りである． 

①一段階目では，図―２に示す分析地域および周辺地域

の広域ネットワークに対して，地域内々トリップ以外の

交通を利用者均衡配分により配分する． 

 
図―２ 広域ネットワーク 

 

この結果得られた配分交通量は予めリンクに貼りつ

いている，すなわち既に一定の交通量が割り当てられて

いるとした上で， 

②二段階目として，図―３に示す分析地域の地域内ネッ

トワークに地域内々トリップを利用者均衡配分により配

分する． 

 

図―３ 地域内ネットワーク 

 

この地域内ネットワークは幹線道路のみならず県道，

市道等で構成される．尚，発生集中点の決定に関しては

より当該地域の交通状況を表すために，分析地域内にお

いてはパーソントリップ調査のゾーン分割に基づいた

10 個の発生集中点から拡張し，57 個の発生集中点を設定

する．57個の発生集中点とは，対象地域内の一般国道ま

たは主要地方道が交差する全てのノードの数である．こ

れらのノードに対して各点の勢力圏を生成するようにテ

ィーセン分割を行い，各勢力圏内に含まれる地域に対し

て100mグリッドの人口データの割合に従ってVTOD表

の交通量を割り振ることで新たに 57 個の発生集中点を

設定する． 

 

４．配分精度の検証 

 

 配分精度の検証のため，地域内配分結果と当該地域の

現況との比較を行う．現況データとして平成17年度道路

交通センサスデータの一般交通量調査データを用いる．

図―４に地域内交通量と現況データの比較を示す．尚，

配分結果から現況データを引いた差分の図となっている． 

 

図―４ 交通量の差画像 

 

図―４より，地域内配分結果の精度は高く評価するこ

とができなかったといえる．原因としては，周辺地域内

の再現も同様に低かったことから，対象地域内のOD表

と道路ネットワーク密度の関係が良くなかったこと，個

別でのリンク条件の設定を行わなかったこと，利用者均

衡配分の前提条件である，すべての利用者は常に旅行時

間を最小とするように行動すること,また，利用可能な経

路の完全情報化が現状と相違していることなどが挙げら

れる． 

 

５.沿道土地利用を加味した交通量配分手法のフレーム

の検討 

 

沿道土地利用が交通流へ与える影響を考慮して交通

量配分を行なう方法として，対象地域内の道路に対して

沿道土地利用を反映させるためのリンクパフォーマンス

関数式を提案する．BPR 関数式のパラメータのうち，自

由旅行時間t0に各リンク周辺の沿道土地利用状況を反映

させる．すなわち，ゼロフロー時の旅行速度が，沿道土

地利用状況によって変化するという仮定である．用いる



関数形は以下の通りである． 

ïþ

ï
ý
ü

ïî

ï
í
ì

÷÷
ø

ö
çç
è

æ
×a+×=

b

a

a
0aaa c

x
1t)x(t  

 

 

ïþ

ï
ý
ü

ïî

ï
í
ì

÷÷
ø

ö
çç
è

æ
×+×+++=

β

a

a
a c

xαδfγfγfγL 1)/( 332211  

Laはリンク a の距離，ta0はリンク a の自由旅行時間，

V0aはリンク aの自由旅行速度，ｆはリンク辺りの沿道土

地利用構成(3 種類)の割合[%]，α と β はパラメータ，γ
は偏回帰係数，δ は定数項，ta(xa)は交通量ｘの時のリン

ク aの旅行時間である． 
まず，分析地域内において道路交通センサスの交通量

観測地点が明確に分っている地点の道路を全て抽出する．

その後，道路交通センサス調査で観測された混雑時平均

旅行速度とピーク時交通量を一致した時間での観測であ

ると仮定し，これらの関係と道路の持つ交通容量から各

道路における自由旅行速度を求める．得られた自由旅行

速度を目的変数，都市計画図から得られた3種類の沿道

土地利用構成割合を説明変数として重回帰分析を行なう． 

重回帰分析の結果は表―１に示す． 

 

表―１ BPR関数の重回帰分析結果 

変数名 係数 ｔ値 決定係数 データ数
定数項 23.8 7.15 0.629 23

田畑，未使用地 0.273 5.60
工業用地 0.180 1.35
商業地 0.136 1.71  

＊は有意水準10％で有意，他は1.0％で有意 

決定係数は 0.629 であり，概ね良好な精度を確保して

いると言える．また，回帰分析を行った結果から,すべて

の沿道土地利用が自由旅行速度に対して正の相関を持っ

ていることがいえる．また田畑，未使用地の係数が他の

沿道土地利用に比べ大きかった．このことから，道路の

沿道土地利用が田畑，未使用地の割合が多いと自由旅行

速度が高くなり，旅行速度も高くなることがいえる．反

対に，工業用地，商業用地の割合が多いと自由旅行速度

が低くなることがいえる．これは直観的考察に反しない

結果である． 

 

６．データ収集と推定結果 

 

 沿道土地利用状況が異なる 2本の道路において，パラ

メータ α，β や自由旅行速度 t0について比較する．つま

り，BPR関数の形状について比較する． 
 2 本の道路の選定は都市計画図を用いて，沿道土地利

用状況が明らかに異なる千葉県県道 5 号線の旧松戸野田

有料道路と流山街道とする． 

 

（１）データ収集 

道路交通センサスから得られるデータでは交通量調査と

旅行速度調査の日時が一致していないなどの問題があり，

リンクパフォーマンス関数の推定に用いることは考慮さ

れていない．そこで本稿では以下の実測データを用いて

パラメータ推定の検討を行う． 

・調査日時：2009 年6 月2 日(火)及び9 日(火) 
・調査時間：上記日時の 7時から 19時までの 12時間 
・対象区間：旧松戸野田有料道路(対象:7.3km)と流山街道

(対象:8.0km) 
・交通量：路測調査による 10 分交通量 
・旅行時間：各時間帯で旅行時間を試験車により 3 回計

測した 
各区間，各時間帯において，3 組の対応する交通量と

旅行時間データを得た．また規制速度の1/2以下の速度

のサンプル，つまり規制速度で走行した旅行時間よりも

2 倍以上の旅行時間を要したサンプルについては渋滞領

域であると判断し，除外した． 

流山街道(上り)の交通量と単位旅行時間の相関図を

図―５に，旧野田松戸有料道路(上り)の相関図を図―６

に示す． 
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図―５ 交通量と単位旅行時間 
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図―６ 交通量と単位旅行時間 
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（２）推定方法 

以下の式により，パラメータ推計を行う． 
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x：交通量，C：交通容量，ｔ0：自由旅行時間，ｔ：旅

行時間，α，β：パラメータ 
推定の対象となるパラメータは α，β，ｔ0である.交通

容量は外生的に与える．式（2）は非線形なので β を代

入し，線形回帰を行う．なお，βは 0.1 刻みで代入して決

定係数が最も高い α，β，t0 を求める．流山街道(上り)，
旧野田松戸有料道路(上り)での重相関係数などの結果を

表―２，表―３に示す． 

 
表―２ 流山街道(上り)の回帰分析結果 

係数 t値 重相関係数 0.526
定数項 1.43 12.5 重決定係数 0.277

(x/c)
β 1.08 4.95 データ数 66  

 
表―３ 旧野田松戸有料道路(上り)の回帰分析結果 

係数 t値 重相関係数 0.347
定数項 1.27 9.83 重決定係数 0.121

(x/c)
β 0.580 2.98 データ数 67  

 
流山街道(上り)で推定されたパラメータは α＝0.8，β

＝3.0，t0＝1.43 であった．一方，旧野田松戸有料道路(上

り)で推定されたパラメータは，α＝0.5，β＝1.1，t0＝1.27
であった．両者を比べると，沿道土地利用状況が主に住

宅地で構成されている流山街道よりも主に田畑で構成さ

れている旧野田松戸有料道路の方がパラメータ α，β が

小さく，t0 は高いことがいえる．以上の結果とパラメー

タの性質から，沿道土地状況が住宅地であるよりも田畑

である方が交通の流れが良いことがいえる． 

 

７．おわりに 

 

 以上の結果から，道路整備と沿道土地利用との関係性

は重要であるということを示した．幹線道路のように交

通量が多く，道路利用者が高い旅行速度を求める地域で

は住宅地，工業用地，商業用地のような旅行速度の低下

を招く沿道整備をとるべきではなく，旅行速度の増加が

見込める田畑や未使用地となるよう整備を進めるべきで

ある．しかしながら，本研究によって導き出した自由旅

行速度はサンプル数が少ないこと，実測データ数が少な

く現況再現性が足りないことなど改善の余地はある． 

また,本研究は沿道土地利用を反映した交通量配分手

法を行なうために必要不可欠な，再現性の高い交通量配

分手法について検討したものである．そのためには，本

研究で試した二段階配分がある程度有効な手法であろう

ことは確認されたものの，ネットワークの設定方法等，

課題も明らかとなった．本研究はパイロットスタディで

あり，その意味で，課題が具体的に明らかとなったこと

自体も評価されるべきである．今後の課題として，配分

交通量結果の精度向上とともに，本研究で得られた BPR

関数式を用いて沿道土地利用により交通量変化が生じる

か，また模擬的に土地利用を変化させ，交通量の変化を

実証する必要があると考える． 
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